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                                 復興庁 

 

令和５年度復興庁調達改善計画の年度末自己評価結果（概要） 

 

 

令和５年度に行った復興庁調達改善計画の取組のうち、主なものは以下のとおり。 

 

１．随意契約の見直し 

（本庁） 

・オープンカウンター方式を活用し、定期的に購入する消耗品など、ホームページに公示  

することにより７件実施した。 

     複数業者による見積書の提出：７件／７件（100％） 

 

２．調達改善に向けた審査・管理の充実 

（本庁） 

・今年度に一者応札となった案件は、仕様書を取得し入札に参加しなかった者等に対して 

原因を調査するためヒアリングを実施し、今後に向けた改善策の検討を行った。 

・前年度一者応札となった案件については、今年度の調達の前に入札・契約手続審査委員  

会を開催し、改善策について事前審査を行った。 

   事前審査件数：６件 

複数の応札者が確保された案件：２件／６件（33.3％） 

・一者応札となった案件等から抽出し、外部委員により構成される入札等監視委員会に 

おいて審議を行った。 

・前回の入札等監視委員会で審議された一者応札に対する改善策について、同委員会に 

おいて結果（状況）の報告を行った。 

・一者応札となった個別案件については、その要因及び改善策を調達担当者間で情報共有 

を図った。 

 

 



３．地方支分部局等における取組の推進 

（本庁） 

・福島復興局に対する会計監査を実施した際に、委託事業担当者との意見交換会を行い、 

公共調達の適正化、調達改善の取組について、認識の共有を図った。 

 

（福島復興局） 

・本庁からの指導を基に、委託先の市町村等における契約全９１件について、復興庁が取 

り組む調達改善の重要性について理解を図るとともに、適正な調達が行われるよう助言

を行った。 

 

４．調達事務のデジタル化の推進 

（本庁） 

・物品・役務等の調達のうち、新規一般競争入札案件において、電子調達システム    

を１０件活用した。 

入札案件２８件のうち、１０件（35.7％）を調達ポータルに掲載することで電子入札  

を可能とした。 

電子入札率（電子応札案件数／電子入札案件数）：５件／１０件（50％） 

 

５．競争参加者増大のための取組 

（本庁） 

・調達予定情報についてホームページへ事前公表、公告時期の早期化、公告期間の十分な 

確保、競争参加資格の緩和、仕様内容の見直しを図ることに加えて、前年度に引き続き 

事業者に対し、電子調達システムによる入札案件への積極的な案内を行ったことにより、 

新規の入札参加者があり、競争参加者の増加に繋がったと考えられる。 

・これまで対面及び電子メールによる入札説明書等の交付を行ってきたが、これらに加え、 

電子調達システムによるオンライン配布も可能とした。その結果、資料の受領者数が増 

え、競争参加者の増加に繋がったと考えられる。 

 

 

 



６．競争性のない随意契約への対応 

（本庁） 

・競争性のない随意契約について、今年度は新規契約案件がなかったため、継続契約案件 

のみ改めて競争性のある契約への移行可否を検討したが、競争性のない随意契約が妥当 

であると確認した。 

 

７．汎用的な物品・役務の調達 

（本庁） 

・合計３５件について共同調達に参加したことにより、事務の効率化が図られた。 

 

８．職員のスキルアップ 

・６月に開催された会計実務研修に参加（本庁１名、地方機関１名）したことにより、会  

計事務担当者の調達改善に対する理解度が深まった。 

 

９．総合評価、企画競争の効果的な活用 

（本庁） 

・総合評価落札方式、企画競争による調達において、ワークライフバランス等推進企業を 

評価する項目を設定したものは９７．１％であった。 

総合評価：１０件／１１件（90.9％） 

   企画競争：２４件／２４件（100％） 

 








